（各課様式１）

予算要求資料
令和２年度当初予算　　　支出科目　款：農林水産業　項：農業費　目：農業振興費
	事業名　農畜水産業のイノベーションプロジェクト事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　農政部　農政課　農業研究推進係　電話番号：058-272-1111（内2804）

　　　　　　　E-mail：c11411@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　        　　31,767千円（前年度予算額：32,632千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産
収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	32,632
	1,844
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	30,788

	要求額
	31,767
	1,600
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	30,167

	決定額
	31,767
	1,600
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	30,167


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
少子化や担い手の高齢化、ＴＰＰやＥＰＡなどの経済のグローバル化が進む中、農畜水産業の振興には競争力の強化が喫緊の課題となっている。

異業種で開発が進むＩＣＴやＡＩ技術の農業分野への活用が進みつつある一方で、家畜や魚などのＤＮＡ（ゲノム）解析技術が進み、これら最先端の技術を活用する事で、農業生産を革新的に向上させ、競争力を強化することが可能となってきている。
（２）事業内容

本県の特徴ある品目（水稲、イチゴ、トマト、フランネルフラワー、天下富舞、飛騨牛、ボーノポーク、アユ）について、ＩＣＴやＡＩ、ゲノム解析技術を活用し、革新的な技術・品種開発を行う。

・人工衛星によるセンシング等を活用した良質良食味米区分集荷技術の開発（水稲）
・ＩＣＴ技術を活用したイチゴ高設栽培の高位安定生産（イチゴ）
・ＩＣＴ利用による県オリジナル栽培システムの高度化（トマト）

・フランネルフラワーの出荷予測システムの開発（花き）

・サクサク食感の非破壊計測ウエアラブル端末の開発（カキ）
・牛の複合バイタルセンサーの開発（飛騨牛）

・生産性・品質に優れたスーパー種畜の育成（飛騨牛・養豚）

・河川アユ資源増殖技術の開発（アユ）

３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	旅費
	2,547
	調査研究に関わる現地調査、研究会等への移動経費

	需用費
	16,557
	調査研究のための消耗品費、燃料費、光熱水費等

	役務費
	2,961
	通信運搬費等

	委託料
	3,700
	共同研究機関に研究を委託する費用

	備品購入費
	4,311
	調査研究のための備品購入費

	その他
	1,691
	調査研究にかかる報償費、使用料、原材料、負担金

	合計
	31,767
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
「ぎふ農業・農村基本計画」（H28～R2）では３つの基本方針「多様な担い手づくり」、「売れるブランドづくり」、「住みよい農村づくり」を定めている。これに基づく各種施策の推進をサポートするため、岐阜県農畜水産業研究推進基本方針では「生産性向上」、「高品質・ブランド価値向上」、「環境保全」の３つの分野で重点的に研究に取り組む方針を定めており、これに基づき研究開発・地域支援を実施する。
事業評価調書（県単独補助金除く）
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　県研究機関が持つシーズと研究資源の総力を結集し、民間企業や生産者、大学等と連携し、令和５年度までに開発技術の実用化・普及定着を図る。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業
開始前
	指標の推移
	現在値

(前々年度末時点)
	目　標
	達成率

	技術移転の推進

※関連企業への技術移転
	－
（H30）
	－
（　　）
	－
（　　）
	－
（H30）
	14件
（R5）
	－％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

トマトについては、かん水の自動制御に向けた調査、地力の実態把握や病害発生対策（環境改善、効果の高い殺菌剤選定）について試験を実施した。
花きについては、ＡＩ分析に向けたデータ（生育状況、環境データ、画像等）の収集を実施した。


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

ＩＣＴやゲノム解析技術の応用により、生育環境基準の明確化や自動制御法、画像診断技術や省力管理に向けたデバイスを開発することで、農業分野の生産性を高めるとともに、省力化を図ることを可能とする。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
　○：必要性が高い　　△：必要性が低い

	(評価)

〇
	平成３１年３月に策定された「岐阜県スマート農業推進計画」においては、生産性や収益性の高い産地づくりを進めることとしており、本事業の必要性は高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおりまたはそれ以上の成果が得られている

　△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

〇

	令和元年度から５ヵ年計画で実施する事業であり、事業終了までに６件の革新的技術を実用化することを見込んでいる。プロジェクト毎に国や民間事業者と共同して、実用化を見越した研究を進めていることから、本事業の有効性は高い。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている　　△：向上の余地がある

	(評価)

〇
	試験計画や進捗状況、研究成果について検討を図るとともに、必要に応じて、関係機関（生産者団体、大学等）と連携を図ることで、技術確立の効率化に努めている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
新しく開発する革新的な技術を現在の栽培体系や生産体制にスムーズに取り込んで頂くため、普及機関と連携し、技術のPRや啓発を進める必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

ＩＣＴやゲノム解析技術の応用により、生育環境基準の明確化や自動制御法、画像診断技術や省力管理に向けたデバイスを開発することで、農業分野の生産性を高めるとともに、省力化を図ることを可能とする。


（他事業と組み合わせて実施する場合の事業効果）
	組み合わせ予定のイベント又は事業名及び所管課
	【○○課】

	組み合わせて実施する理由や期待する効果　など
	


